
 
 

 

 

 
 

令和 ３年 ４月２７日 

大  阪  航  空  局 

 

令和３年度 第１回 
官民連携基盤整備推進調査費の配分を実施します 

 
～民間と自治体が連携して取り組むインフラ施設の調査・検討を支援～ 

 

●国土交通省は、「官民連携基盤整備推進調査費」の令和３年度 第１回配分として、別添１の

とおり、地方公共団体が実施する１６件の調査（道路・河川・都市公園・市街地整備・港湾・

空港の事業化検討）の支援を決定しました。 

 

●大阪航空局管内では、下記１件への支援が決定されましたのでお知らせします。 

 ・南紀白浜空港を活用した地域活性化のための基盤整備検討調査〔実施主体：和歌山県〕 

 
  

■官民連携基盤整備推進調査費の制度概要（別添３） 

本事業は、民間の設備投資等と一体的に計画される地方公共団体のインフラ整備（道路・河川・

都市公園・市街地整備・港湾・空港等）の事業化検討を支援するための制度です。 

（配分先：地方公共団体、補助率：１/２） 

 

■添付資料 

・別添１ 令和３年度第１回実施事業一覧 

・別添２ 令和３年度第１回実施事業概要 

・別添３ 官民連携基盤整備推進調査費の制度概要 

 

■その他 

・募集情報や過去の実施例等は以下をご覧下さい。 

国土交通省HP「官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業」 

（http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html） 

 
≪問合せ先≫ 

 大阪航空局 空港部 空港企画調整課 

事業調整係長 神里
かみざと

 尚也
な お や

 

 TEL：06-6949-6469（直通） FAX：06-6949-6218 

国土政策局広域地方政策課 同時記者発表  



事業費 国費

1
南紀白浜
なんきしらはま

空港を活用した地域活性化のための基盤整

備検討調査
和歌山県 和歌山県白浜町

しらはまちょう
白浜温泉や熊野古道などの観光地を有する和歌山県南部において、自家用航空機等の需要増加
に対応するため、民間事業者によるホテルやワーケーションオフィスの整備と合わせて、空港
の需要調査及び駐機場・誘導路等の概略設計を行う。

29,000 14,500

29,000 14,500

令和３年度　官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業　第１回実施事業一覧

実施計画額（千円）

計1箇所

調査名 実施主体 対象地域 概要

別添１



南紀白浜空港を活用した地域活性化のための基盤整備検討調査

・南紀白浜空港は、周辺に白浜温泉や世界遺産「熊野古道」などの観光地を有しており、令和元年には国内定期便の機材が大型化され、令和
３年度には国際線ターミナルビルも完成することから需要が増大することが見込まれる。

・加えて近年は、民間ロケット発射場の建設やホテルの進出等の新たな投資が増えていることや、地元市町村と和歌山県が首都圏等のIT企業
によるサテライトオフィスを誘致したことで、首都圏からのビジネス利用が大幅に増加している。

・さらに、ビジネスジェット等の自家用小型機の発着が増えており、当空港がハイクラス向けの広域観光拠点となることも期待されているが、
駐機場が不足することが懸念される。

地域の特徴等

【要領様式２】調査計画書（案）の概要 【実施主体名：和歌山県】

【調査箇所：和歌山県白浜町】

(5)民間の活動と一体的に整備する効果
・国内定期便の拡充、国際チャーター便の受入増加、ビジネス
客の増加に伴い、旅客数・交流人口の拡大が実現し、地域活
性化が図られる。

・自家用航空機の利用の増加による観光産業の売上の増加

(4)【調査内容】
南紀白浜空港における航空需要調査及び空港基本施設（駐機
場、誘導路、航空灯火等）の概略設計

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）
平成31年 4月 空港運営者が空港の「ビジネスジェットの聖地

化」を提案、格納庫整備及び運用に向け検討開始
令和 1年10月 国内定期便の機材大型化（3往復のうち2往復）
令和 2年10月 国内定期便の全便が機材大型化
令和 2年11月 民間事業者によるITビジネスオフィスの開業
令和 3年10月 国際線ターミナルビルの開業（予定）

位 置 図

しらはま

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）
定期便の機材大型化やチャーター便の増加に加え、自家用航
空機の受入需要増加により、駐機スポットや誘導路が不足

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定
・空港運営会社が地域連携候補DMOに申請中（令和2年度～）、
旅行業業務を開始（令和元年度～）

・ 空港運営会社が、国際線ターミナルビル内で商業施設を
整備・運営（令和3年度～）

・複数のホテル事業者が白浜町および紀南エリアにホテルを相次
いで開業（令和３年度～）

・空港の展望広場に新たにPFI方式によるワーケーションオフィ
スが完成予定（令和4年度～）

・ロケット射場開発事業者が民間ロケット発射場を串本町に建設
（令和3年度～）

凡 例

必要な基盤整備

民間での取組

【事業費：29,000千円 国費：14,500千円】

駐機場の整備
誘導路の整備
航空灯火の整備
※候補地2か所

・PFI方式によるワーケーションオフィスの建設

127,003

119,777

132,151

161,570
177,135
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南紀白浜空港の利用実績

南紀白浜空港

・国際線ターミナルビル内での商業
施設の運営

・旅行業の開始

・民間ロケット発射場の建設・民間宿泊施設の開業

密接な
関連性



【支援内容】

民間事業活動と一体的に行うことにより、優れた効果の発現
や効率性が期待できる国土交通省所管の基盤整備※の事業
化に向けた検討経費を支援

＜調査内容＞
① 施設整備の内容に関する調査

（例） 基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等

② ①で調査した 施設の整備・運営手法に関する調査
（例） PPP/PFI手法の選定、官民の業務分担、VFM算定等

事業概要

事業内容
【配分先】 地方公共団体（都道府県・市町村等）

※ 道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等の公共土木施設

【補助率】 １／２

○ 各地域の個性や強みを活かした特色ある成長を図るためには、民間の投資効果が最大限に引き出されるよ
う、民間の設備投資等と一体的に基盤整備を実施することが重要である。

○ 官民が連携して実施する民間投資誘発効果の高い基盤整備や広域的な地域戦略に資する事業につい
て、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく基盤整備の構想段階から事業実施段階
への円滑かつ速やかな移行を図るため、地方公共団体が行う事業化検討に対して調査費補助を行う。

【募集・配分スケジュール】 年３回配分

事業フロー

区 分 募集期間 配分時期

第１回 １月２５日～２月１９日 ４月下旬

第２回 ２月２６日～４月１６日 ６月下旬

第３回 ６月中旬～７月中旬 ８月下旬

事
業
実
施

事業方針
決定

事
業
化
検
討

効果
発現

○官民協議を通じた地域活性化の構想

○基盤整備の事業化検討

本調査費で支援

○民間の事業活動
・ハードの設備投資
・ソフトの取り組み

○基盤整備の実施
（実施設計、工事）

○PPP/PFIによる基盤整備
（実施設計、工事、管理）

官民連携の相乗効果による地域活性化の実現
・民間の経済活動の活性化 ・インフラストック効果の増大
・PPP/PFI導入による新たなビジネス機会の拡大、公的負
担の抑制

① 需要予測、概略設計 等

② PPP/PFI導入可能性検討 等

一体的に実施

連携

官民連携基盤整備推進調査費の制度概要



 
 

 







H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1







345




























